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１．事業の位置付け

消防本部　消防救急課

● ハード ○ ソフト

～

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

事業評価シート　（平成24年度分） 1

事務事業名 住宅密集地等消火体制強化事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け

'05 基本目標５　　安全で、みんなが快適に暮らせるまち

'01 ①〈安　全〉　災害に強い安全なまちづくりを進める

'03 3 迅速かつ的確な消防・水防と救急・救助、救援の体制を充実する

根拠法令等

対象・受益者 市民 事業期間 平成22年度

委託、協働

目的・目標 事業の概要
消火栓の近くに消火用資機材収納箱が設置され、市民によ
る初期消火体制が強化されています。

道路狭あい地区や住宅密集地等において、市民による初期
消火体制を強化するため、市民が消火栓を使用して消火活
動ができるよう、消火用資機材及び収納箱を設置し、訓練
等を実施します。

活動指標①

指標名 消火用資機材収納箱設置申請件数 単位 件

説明・算定式

2 2 2

活動指標②

指標名 訓練実施回数 単位 回

説明・算定式 設置済地区を対象とした訓練実施回数

平成22年度 平成23年度 平成24年度

成果指標①

指標名 訓練参加者数 単位 人

説明・算定式 設置済地区を対象とした訓練に対する参加者数

20 40 40

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成22年度 平成23年度 平成24年度

進捗状況

①：予定どおり

遅れている理由

平成24年度の主な取組と成果
 ホームページや広報紙にて広く消火用資機材設置の募集を行い、２か所に消火用資機材を設置し住民に対し消火・取扱訓
練を実施しました。

平成24年度
Ａ：成果があがった

の検証結果

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

2

実績 5 2 2

目標

平成25年度

目標 2 2 2 2

実績 5 2 2

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

40

実績 148 40 50

目標

平成25年度

目標

実績
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■ 市民ニーズ

□ 事業目的の達成状況 高

■ 市の関与の必要性 低

□ その他

■ 上位施策への貢献

■ 市民満足度を高める方策 高

■ 継続による成果向上の可能性 低

□ その他

■ 事業の目的、対象、内容

□ 受益者負担、補助額 高

■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□ その他 低

□ 業務プロセス改善による効率化の方策

□ コスト削減の可能性 高

□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

■ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

有効性

市民が消火用資機材を使用して初期消火を実施すること
は、火災の拡大防止に大きな効果があり有効です。

●

○

2

事

業

分

析

項目

収納箱を設置する場所は、地域ごとに自治会等の関係者
と協議し決定する必要があります。

○

●

○

道路狭あい地区や住宅密集地等では、消防隊の活動に時
間がかかるため、居住する市民の初期消火活動が重要で
あり、消火用資機材の設置が必要です。 ●

○

財
源
内
訳

今後に向けた課題の分析
設置後の資機材の維持管理は、自治会の関係者にも出来るよう、資機材の取り扱いについて検討する必要があります。

決算額

妥当性

消火用資機材を使用した消火訓練等を実施することで、市
民の防災意識の向上に高い効果が得られます。

●

○

○

効率性

フルコスト　(A+B) 7,644

内
訳 再任用　(人)

執行率　(%) 100.00

0.00

課長コメント
地域住民及び自治会、地元消防団との協力体制を築き、訓練を実施するとともに、住民による初期消火体制を強化していく
必要があります。

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

決算額 決算額 予算額

事業内容

収納箱等の設置及び訓
練等の実施

収納箱等の設置及び訓
練等の実施

収納箱等の設置及び訓
練等の実施

収納箱等の設置及び訓
練等の実施

国庫支出金 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0

0 0

その他　特財 0 0 0 0

起債 0 0

542 477 546

事業費　(A) 210 542 477 546

一般財源 210

92.97 81.40

職員　(人) 0.90 0.35 0.35 0.35

0.00 0.00 0.00

人件費　(B) 7,434 2,837 2,806 2,782

3,379 3,283 3,328

平成26年度の取組方針
道路狭あい地区や住宅密集地等における市民による初期消火体制を強化することは、防火意識の向上と延焼防止に大きな
効果があることから、これまでの設置状況を踏まえつつ、事業を継続実施します。


